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教育実践報告
1．はじめに
　多摩大学では教育の質の向上を図るために、アクティブ・ラーニング（以下、AL と略称）
への取組みを加速させている。その中心は、従来のゼミ重視に加え、授業科目の AL 化と学外
活動を中心とする「AL 特別プログラム」の展開である。両者は車の両輪として位置づけられ
ている。2016 年 4 月に新設された AL 支援委員会の一員として、さらに開学以来 30 年近く教
壇に立つ者として、本稿では自らの AL に関する取組みを振り返るとともに、現在進行形の経
済学系専門科目、「グローバルエコノミーⅢ」での授業 AL 化の試行について詳述し、諸賢の
御高見を頂戴したいと願う所である。講義系科目において効果的な AL 技法を探ってみたい。
2．ALの草分け「市民活動論」
　筆者の AL への着手は、1993（平成 5）年 4 月開講の「市民活動論」に遡る。開学時の多摩
大学は、学長・学部長の人脈で集結した著名教授陣の言わば「名人芸」に支えられている部分
が少なくなかったが、教室だけに閉じこもらず、広く社会に目を向けようという気概に満ち溢
れていた。中村秀一郎学部長の「中小企業論」やゼミナールは、中小企業経営者を招いて話を
伺ったり、企業や工場の現場を見学し、社長から直に説明を受けたりするのを常としていた。
望月照彦教授の「基礎演習」は、企業やプランナーと提携して企画に関するテーマを学生に提
示し、発注者を招いてグループ毎のプレゼンを行い、コンペ形式で審査するという本格的なも
ので、起業志向の学生たちを多く引き付けた。そして、その中から学生起業家が育っていった。
　こうした流れに加わるべく、筆者もゼミ生諸君とともに、都内や新潟燕、浜松都田テクノパー
クの中堅企業を訪問するなど活発な学外調査を行った。そして、「自由な個人、職業人、市民」
のバランスに配慮した教育という見地に立ち、カリキュラムにやや不足気味であった「公共性・
公益性」意識の覚醒、「生活者・市民」、さらに「地域」の視点を重視して、多摩地域、同時に
日本社会の課題の解決を志向する実際的な講座を新設したのである。また、逸早く「ティーチ
イン」等において、「多摩」の名を冠した大学として、多摩地域を対象とする研究・貢献を行
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経済学系講義科目におけるアクティブ・ラーニング実践四半世紀の試み
う必要性を力説してきた。発展しつつあるサード・セクター、市民活動を意識し、個人として
生活者として、また企業でビジネスにかかわる中でも、21 世紀に向けて、こうした連帯活動を
通じて社会をよりよいものにしていくという主体的意識の涵養は欠かせないと考えたのである。
　「市民活動論Ⅰ」と「市民活動論Ⅱ」という形で前者は教室での講義と学外活動、後者は市
民とともに運営委員会を作り、多摩地域の課題を講師とともに考える「多摩 21 世紀市民大学」
の企画・運営に参画したり、聴講することによって単位が付与されることとした。運営委員会
で活動する学生は福田鉄弥君、佐々木聡君、鈴木信夫君、牧平康志君等少数だったが、土曜日
の午後にもかかわらず、講座終了後、講師を囲んでの、企業経営者、大手企業の中堅社員、開
発コンサルタント、リサイクル活動家、フリーランスの方々、退職後のボランティアなど様々
な大人たちとの交流は、座学では得られない知的興奮をもたらしたようだった。「21 世紀市民
による街づくり大学」として街づくり白書の出版をめざし、「地球環境問題を考える」、「とも
に生きる都市高齢社会」、「持続的な国際貢献・“民際交流”を求めて」といったテーマ毎にそ
れぞれ 3 回程度の講座を企画し、年間十数回の講演やシンポジウムに各委員推薦の専門家を呼
んで議論した。多くの一流理論家・実践家に協力して頂き、地域の企業や財団等からも寄付や
助成を受けた。鈴木君や牧平君はシンポジウムのパネリストとして、専門家に伍して活躍した。
　「市民活動論Ⅰ」は、学生が自身の関心に沿って「環境」、「福祉」、「国際協力」から一つのテー
マを選び、小グループ活動をベースに、フィールドワーク等を通じて直面している問題を明ら
かにし、解決に向けて望ましい政策を描き出すという、課題解決型学習でもあった。
　「環境」を選択した学生は大学近くの都立桜ヶ丘公園に出向き、後に明治大学農学部教授と
なられた倉本宣指導員から植生を中心に自然保護とは何かを教わった。手つかずの森と手入れ
した里山との違いを足を踏み入れて実感した。植物を探してそれぞれ名前をつけて発表したの
は面白かった。あるいは日野市の日本野鳥の会、鳥と緑の国際センター WING を訪問し、バー
ドウォッチングを体験した。また、長年多摩川の環境保護に努めてこられた浅川勉強会の山本
由美子代表から多摩川のワンドで水に関する講話を伺い、全国唯一の日野市水路清流課（当時）
の職員たちと柳を植樹した。「福祉」を選択した学生は近くの特別養護老人ホーム白楽荘や東
京都多摩養護学校を訪ね、車椅子の押し方や介助について実習した。多摩市のケボの会代表の
小西加葉子さんに高齢社会のあり方、生き方について親しくお話し頂く中から、多摩大学演劇
サークルとケボの会会員との共演が実現した。障害者の経済的自立をめざして設立された市内
のリサイクルショップちいろばの家を見学し、石田圭二施設長から「社会的企業」としての新
機軸や苦労話を伺った。「国際協力」を選択した学生は、バングラデシュから帰国したばかりの
NGO シャプラニールの下澤嶽氏（現：静岡文化芸術大学文化政策学部教授）から現地の NGO
と協力した新しい国際協力の展開についてレクチャーを受けた。途上国での仕事の創出のあり
方や、会員拡大と会費を軸とした運営という非営利組織の取り組みについて目を開かされた。1
　「市民活動論Ⅰ」を 12 年間で 1,252 人の学生が履修した。平均すると、年間 104 人。テーマ
毎にそれぞれ 50 人近い学生が、教員とともに地図を片手に小グループ単位で現地に赴いた。
　多摩大学では、開学以来学生の授業評価、Voice を実施し、教員の授業改善に役立ててき
た。1995 年度から 96 年度にかけては、「（Voice 実施当日の）出席率 40％以上、評点 5.0 以上
1 拙稿（1999）「多摩大学の市民教育への取組」文部省高等教育局学生課編『大学と学生』第 409 号 pp.19-22
 多摩 21 世紀市民大学編（1994）『企業と市民の新しい関係』実教出版 pp.1-62
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（7 点満点）」の講義が優秀講義とされ、当面の目標とされてきた。1995 年度の場合、該当す
る講義は全体の 18.9％、96 年度は 27％と向上を見せたが、「市民活動論Ⅰ」は 95 年度出席率
47.3％、評点 5.2、96 年度出席率 75.6％、評点 5.0 と優秀講義の枠に入り、学生には好評であっ
た。1990 年代を通じて、ほぼ出席率 70％、評点 5.0 を維持することができた。今にして思えば、
並み居る「大家」たちの中で、30 歳代後半の筆者はよく健闘したと言うべきであろう。
　しかし、この多摩大の先駆的講座も、当時の学長の「鶴の一声」によって 2004 年度をもっ
て廃止となった。学長出席の教授会で、研究と講義の実績を示すとともに、「トヨタ財団の『市
民活動助成』が先端的フィランソロピー活動として高い評価を得て定着し、自治体現場では、『市
民活動センター』が続々と設立されつつある」と、新概念の普遍性と全国の大学に先駆けた講
座の存在意義を主張して、星野克美、北矢行男両教授の御理解を頂いたものの、多勢に無勢で
あった。履修者数が前年度の 45 名から 164 名に増加し、熱心な学生諸君に惜しまれての幕引
きとなったのが、せめてもの慰めであった。数年後、「市民活動論」の廃止に賛成した教員が
中心となり「地域活性化マネジメントセンター」が設立されるに至ったのは、皮肉と言う外ない。
3．「日本経済論」から「グローバルエコノミーⅢ」へ
　筆者が転じて AL 展開を試みたのは、3・4 年次配当の「日本経済と中小企業」という講義
科目（2001 年度、「中小企業論」から名称変更）であった。経済に関するマクロ的視点と、中
小・中堅企業というミクロ的視点とを併用して、日本経済へアプローチする講座として位置づ
けられていた。そこで先進的かつユニークな中小企業訪問の報告とレポートを採り入れた。さ
らに加えて、2005 年度開講の経済学系講座、「地域経済と公共政策」（3・4 年次配当）でもプ
レゼン形式を導入した。当初の数年間は履修者が 60 名を超え、グループ発表の形をとったが、
この方式だと、どうしても特定の個人に負担が集中しがちとなるという難点が生じていた。
　2010 年度に「日本経済論」と名称を変えた本講座は、カリキュラム改革によって 2015 年度
より「グローバルエコノミーⅢ」（4 月開講）というタイトルに衣替えした。それに伴って、
従来の日本経済に重点を置いた内容から、グローバルな視点を踏まえ日本経済を相対化すると
いう新たな課題が加わるようになった。例えば、高度成長やバブル経済を取り上げる際には、
アジア諸国の高度成長の中に日本のそれを位置づけ、あるいは 1980 年代以降バブルの崩壊し
た国々の経済指標や回復に要した道のりを研究する。小泉内閣の構造改革を検討するにあたっ
ては、独 = シュレーダー社民党連立政権の改革や、豪 = ホーク労働党政権、加 = クレティエ
ン自由党政権の改革と対比させてその特徴を明らかにした。財政改革（再建）を問題とする際
には、成功した国々はどのような方法でそれを達成できたのか、を追体験した。労働や金融で
は比較制度分析に基づく資本主義の多様性論を、社会保障を分析する際には、エスピン=アン
デルセンの類型化（福祉レジーム）を意識し、アジア諸国の合計特殊出生率を取り上げた。
　さて、本講座の概略であるが、15 週の授業の内、最初の 3 週、全体を貫く問題意識と総論
の部分を教員が講義し、方向性を明らかにした後、日本経済に関する歴史的分析（3 週）、分
野別分析（7 週）、将来予測（1 週）を受講者の希望に副うよう分担し、第 4 週目以降、Power 
Point を使って個人単位で 20 分程度の報告を行い、それをもとにした討論を中心にして進め
る形をとっている。報告者は原則として毎回（1 テーマ）2 人。11 週で 22 人が定員というこ
とになるが、1 回 3 人が報告したこともある。2010 年度には 47 人の履修者があり、二人一組
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デルセンの類型化（福祉レジーム）を意識し、アジア諸国の合計特殊出生率を取り上げた。
　さて、本講座の概略であるが、15 週の授業の内、最初の 3 週、全体を貫く問題意識と総論
の部分を教員が講義し、方向性を明らかにした後、日本経済に関する歴史的分析（3 週）、分
野別分析（7 週）、将来予測（1 週）を受講者の希望に副うよう分担し、第 4 週目以降、Power 
Point を使って個人単位で 20 分程度の報告を行い、それをもとにした討論を中心にして進め
る形をとっている。報告者は原則として毎回（1 テーマ）2 人。11 週で 22 人が定員というこ
とになるが、1 回 3 人が報告したこともある。2010 年度には 47 人の履修者があり、二人一組
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での報告となったが、最近 4年間は 20 人台にとどまっており、9割以上が男性である。
　方法論として経済の構造的把握を心掛け、縦断面（歴史）と横断面（分野）から日本経済に
接近する。歴史的分析は第 4週 =高度成長、第 5週 =バブル経済（とその崩壊）、第 6週 =長
期デフレ不況と構造改革となっている。臨場感を高めるために、教員はそれらの歴史映像も用
意する。分野別分析は第 7週 =貿易と直接投資、第 8週 =産業構造、第 9週 =労働市場、第
10 週 =金融、第 11 週 =財政、第 12 週 =税制、第 13 週 =分配・社会保障である。そして第
14 週が近未来（2030 年）の日本経済（予測）、第 15 週は全体のまとめと、割当て日に病気や
就職活動等の都合で発表できなかった学生の報告にあてる。
　第 1週はガイダンスであるが、講座の目的［後述］を明らかにした上で、プレゼンテーショ
ンとディスカッションを重視した科目であること、報告に際しては、まず何が問題なのかとい
う意識を持って、複数の関連データを提示し専門書を必ず読んでもらうこと、成績評価はプレ
ゼン（40％）と、授業を踏まえた最終レポートによることなどを説明する。読書やプレゼンが
義務づけられると聞いて席を立つ者が少なくない。それでも参加したいという学生には、授業
終了時、出席カードの裏に上記 11 週の中から報告を希望する回を第一志望と第二志望の形で
書き、所属ゼミ名も付記してもらう。この時点で偏りが生じる。人気のあるテーマから順に並
べると、ほぼ毎年近未来予測、バブル経済、産業構造、高度成長、金融となる。志望者がいな
いのは順に財政、税制、分配・社会保障、長期デフレ不況と構造改革である。納税者であるに
もかかわらず、財政支出の使途が他の先進国とどう異なるのかを問う、といったような公共的
なものへの関心が薄いように見受けられる。バブル経済が誕生前の話であるのみならず、小泉
構造改革さえも既に過去の物語となっている。戦後史概説が、第 3週目までに必須となる。
　重複した場合は、話し合いとくじ引きで分担を確定する。その際にまず所属ゼミを考慮する。
グローバル経営やアジア経済専攻のゼミの学生は「貿易・直接投資」を、情報系のゼミに所属
する学生は、ICT、AI の発展、技術の視点から「近未来の日本経済」について報告する。こう
して第 3週目には調整が完了し、分担が確定する。月末からの連休を挟んで報告準備を進める。
　因みにこの 3年間に中国人の短期留学生 2人、在学生 1人が履修しているが、日本経済分析
の方法論は、「創新」と成長の関係やバブル経済への対応、高齢化問題も含めてアジア経済の
研究にも適用可能であることを強調している。彼女たちの選択したテーマは、「高度成長」、「バ
ブル経済」、「日本的雇用慣行」であった。いずれも勉学熱心で、よく本を読み、納得のいくま
で質問し、日本人学生と交流した。専門書の記述を忠実に受け入れていたのが印象的であった。
　第 2週を中心に、本講座での重要な三つの視座、「マクロ経済学的視点」、「制度論的視点」、「経
済と社会」の複眼的視点について説明する。従来はミクロ経済学とマクロ経済学の入門科目、
1年次の「経済学基礎」の単位取得者に限り受講が認められていたが、履修の前提条件を外し
たため、マクロ経済学について基礎的な講義をする必要が生じた。「IS バランス」、経済成長
の要因分解等について丁寧な説明を行う。労働慣行、金融や財政、税制、社会保障等に関して
は、制度論的学習が不可欠となる。そして、制度の変化という歴史的視点に焦点が当たる。
4．授業に向けての準備――教員と学生
　本講座の方式では、教員は新学期開始前から入念な準備を要求される。まずはシラバスの詳
細な記述である。各回のテーマと内容、そしてテーマに関する「論点」を掲げておく。例えば「長
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期デフレ不況と構造改革」の場合、「失われた 20 年」の評価、なぜ生活の質が向上せず、格差
が問題となったのか、「慢性デフレ」の発生と継続の原因、企業や金融機関や家計の行動、当
時の日本経済に求められた改革のあり方、どのような経済政策論争がなされ、実際にいかなる
政策が選択されたのか、小泉構造改革や日銀の金融政策をどう評価すべきか、といった要領で
ある。プレゼンを組み立てる際にイメージを膨らませるための素材、あくまで参考例となるよ
う心掛けている。自身の反省やVoice の結果を踏まえて、シラバスは毎年かなり書き直す。
　運営方式がプレゼンとディスカッション主体であることも明示しておかねばならない。質疑
応答が盛り上がらないと、学習効果は半減する。その意味では、解決すべき課題は何かという
論点の明確化の上に独自の分析を提示し、議論を呼ぶような報告が欠かせないし、聞く側は「金
融」なり「財政」なりについて、事前に若干の予備知識を持って臨むことが不可欠となる。
　報告に際しては、専門書の読解を義務づけている。専門課程の科目であるから当然と言えば
当然であるが、図書館の貸出冊数と大学偏差値には相関があり、経済学の専門書は年々ハード
ルが高くなっている。教員は開講前に推薦図書リストを作成し、毎年更新する。11 のテーマ
毎にそれぞれ 3冊以上の掲載を目標としている。「労働市場」では、日本的雇用慣行の問題性
について、八代尚宏（1997）『日本的雇用慣行の経済学』、八代（2009）『労働市場改革の経済学』、
異なる視点からの小池和男（2005）『仕事の経済学』（第 3版）、さらに学生諸君に身近な太田
聰一（2010）『若年者就業の経済学』、同じく日経経済図書文化賞を受賞した山本勲・黒田祥子
（2014）『労働時間の経済分析』といった要領である。多様な視点の確保と最新の研究成果とい
う点に気を配る。
　教員が選定した各テーマ 3〜 5 冊、計 40 数冊の専門書について、木村哲也図書館職員に館
内蔵書からのピックアップを依頼し、移動式書架に収納して頂く。これを第 3週目の授業の初
めに PCとともに教室へ運んでもらい、実際に手にとった後、十数分で貸出手続きを行う。多
摩大学図書館の編み出した「授業内貸出」のシステムである。第 3週目には報告テーマが確定
しており、学生にも問題意識が芽生えている。各自分担に従って 1、2冊借りることになる。
　本来は学生自身で探すべきものであるが、図書館は敷居が高いという学生が散見される。教
員は、専門書を読むことが体系的思考力を身に付けることにつながると力説するが、そもそも
多くの学生は一般書すら読まないし、専門書と一般書を区別する意識も存在しない。経済学理
論による裏づけ、経済学的素養の疑わしい評論家の「日本経済論」も皆一律に「本」という認
識である。強制的な貸出となるが、その文献が極端に難しいと判断した場合は図書館へ赴き、
同じ分類記号付近の書棚から少し易しい新書レベルのものを借りてもらうことにしている。
　専門書の読解と並んで重視しているのが、データの収集である。「貿易・直接投資」であれば、
日本の国際収支や輸出入品目、貿易相手国、（対内・対外）直接投資相手国とそれらの変遷といっ
たデータをインターネットや『ジェトロ貿易投資白書』等のデータ・統計集から引用し、でき
れば若干の加工を施す。さらに、FTA（EPA）の締結前後で貿易構造がどう変化したのかを
調べてみる。財政や税制では、『図説日本の財政』、『図説日本の税制』等の活用を勧めている。
労働市場の例で言えば、太田（2010）や山本・黒田（2014）の分析を頭の中で追体験する。計
量的実証分析には遠く及ばないが、簡単なデータの分析からも、しばしばひらめきが生まれる。
　情報源として、インターネット検索はお手軽である。関連論文の探索にも活用される。やた
らと断定的口調で話す学生の出典が左翼政党の宣伝文書だと判明したケースでは、検索上の留
意点とともに、「マルクス経済学」なる概念を全く知らない学生たちにその見分け方を伝授した。
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期デフレ不況と構造改革」の場合、「失われた 20 年」の評価、なぜ生活の質が向上せず、格差
が問題となったのか、「慢性デフレ」の発生と継続の原因、企業や金融機関や家計の行動、当
時の日本経済に求められた改革のあり方、どのような経済政策論争がなされ、実際にいかなる
政策が選択されたのか、小泉構造改革や日銀の金融政策をどう評価すべきか、といった要領で
ある。プレゼンを組み立てる際にイメージを膨らませるための素材、あくまで参考例となるよ
う心掛けている。自身の反省やVoice の結果を踏まえて、シラバスは毎年かなり書き直す。
　運営方式がプレゼンとディスカッション主体であることも明示しておかねばならない。質疑
応答が盛り上がらないと、学習効果は半減する。その意味では、解決すべき課題は何かという
論点の明確化の上に独自の分析を提示し、議論を呼ぶような報告が欠かせないし、聞く側は「金
融」なり「財政」なりについて、事前に若干の予備知識を持って臨むことが不可欠となる。
　報告に際しては、専門書の読解を義務づけている。専門課程の科目であるから当然と言えば
当然であるが、図書館の貸出冊数と大学偏差値には相関があり、経済学の専門書は年々ハード
ルが高くなっている。教員は開講前に推薦図書リストを作成し、毎年更新する。11 のテーマ
毎にそれぞれ 3冊以上の掲載を目標としている。「労働市場」では、日本的雇用慣行の問題性
について、八代尚宏（1997）『日本的雇用慣行の経済学』、八代（2009）『労働市場改革の経済学』、
異なる視点からの小池和男（2005）『仕事の経済学』（第 3版）、さらに学生諸君に身近な太田
聰一（2010）『若年者就業の経済学』、同じく日経経済図書文化賞を受賞した山本勲・黒田祥子
（2014）『労働時間の経済分析』といった要領である。多様な視点の確保と最新の研究成果とい
う点に気を配る。
　教員が選定した各テーマ 3〜 5 冊、計 40 数冊の専門書について、木村哲也図書館職員に館
内蔵書からのピックアップを依頼し、移動式書架に収納して頂く。これを第 3週目の授業の初
めに PCとともに教室へ運んでもらい、実際に手にとった後、十数分で貸出手続きを行う。多
摩大学図書館の編み出した「授業内貸出」のシステムである。第 3週目には報告テーマが確定
しており、学生にも問題意識が芽生えている。各自分担に従って 1、2冊借りることになる。
　本来は学生自身で探すべきものであるが、図書館は敷居が高いという学生が散見される。教
員は、専門書を読むことが体系的思考力を身に付けることにつながると力説するが、そもそも
多くの学生は一般書すら読まないし、専門書と一般書を区別する意識も存在しない。経済学理
論による裏づけ、経済学的素養の疑わしい評論家の「日本経済論」も皆一律に「本」という認
識である。強制的な貸出となるが、その文献が極端に難しいと判断した場合は図書館へ赴き、
同じ分類記号付近の書棚から少し易しい新書レベルのものを借りてもらうことにしている。
　専門書の読解と並んで重視しているのが、データの収集である。「貿易・直接投資」であれば、
日本の国際収支や輸出入品目、貿易相手国、（対内・対外）直接投資相手国とそれらの変遷といっ
たデータをインターネットや『ジェトロ貿易投資白書』等のデータ・統計集から引用し、でき
れば若干の加工を施す。さらに、FTA（EPA）の締結前後で貿易構造がどう変化したのかを
調べてみる。財政や税制では、『図説日本の財政』、『図説日本の税制』等の活用を勧めている。
労働市場の例で言えば、太田（2010）や山本・黒田（2014）の分析を頭の中で追体験する。計
量的実証分析には遠く及ばないが、簡単なデータの分析からも、しばしばひらめきが生まれる。
　情報源として、インターネット検索はお手軽である。関連論文の探索にも活用される。やた
らと断定的口調で話す学生の出典が左翼政党の宣伝文書だと判明したケースでは、検索上の留
意点とともに、「マルクス経済学」なる概念を全く知らない学生たちにその見分け方を伝授した。
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　プレゼンテーションに関する事前の注意として、ただ単に書籍の内容を要約しただけで自分
の意見のない報告、結論に至る体系性に欠けたり、論点が茫洋とした報告は行わないよう指導
している。しかし、最初に教員自身がお手本を示すことは敢えて行わない。プレゼンのワンパター
ン化は避けねばならない。案ずる勿れ、実際には報告が回数を重ねるに従って、（反面）教師と
して学び、改善を加え、訴求力は向上・進化していく。その結果、社会経済の問題解決を意識
しつつ（政策論的思考）、課題設定力を培い、専門書を読んでリサーチし、人前で学習成果を
論理的に発表し合い、そして討論するという経験が蓄積され、授業外での学習、教員の専門講義、
さらにそれらを凝集した最終レポートの作成へと進んで、究極的には、濃淡の差はあれ各自広
い視野に裏打ちされた重層的な「日本経済論」の構築へとつながることが期待される。
5．毎回の授業展開と学習成果
　授業は全員起立して「こんにちは」と発声する多摩大式挨拶で始まる。出席は教員が全員の
名前を呼び、返事で顔を確認する。そして、前回の内容に関するまとめと補足を行った後、い
よいよ双方向の「白熱教室」的状況をめざしてプレゼンが始まる。5 週目以降は前回報告の感
想と質問・論点を列挙した A4、表裏 1 枚のプリント［後述］を配布する所からスタートする。
　報告のテーマは、大枠が決まっているものの、その中で各自の関心に沿ってかなりの自由度
を認めている。例えば「産業構造」の回で言うと、産業構造の変化を中心とした総論的なもの
もあれば、農（観光）業の実態と発展可能性の分析、リーディング産業のゆくえ、知識 = 情
報産業論、自身のアルバイト経験に基づくサービス産業分析等々多彩である。Power Point で
作成した 10 枚程度のスライド、その中にはグラフや図表といったデータが挿入されていて注
目を集める。教員はときどきスライドを止めさせて、そのグラフの縦軸は何を表しているのか、
と問いかける。中には Excel を使ってデータを加工し、オリジナルなグラフ・図表に仕上げて
くる学生もいる。しかし、基本的には出所を明示して引用・表示することで可、としている。
　ただ、経済学的視点への配慮は怠らないように心掛ける。貿易であれば比較優位、産業構造
であれば需要の所得弾力性や労働生産性、金融の場合は情報の非対称性、財政に関しては中立
命題、分配・社会保障ではジニ係数や逆選択といった基本概念について意識する。日本経済の
近未来を人口の面から予測する際には、イノベーション（による価格低下）や経済成長につい
ての経済学的考察が不可欠となる。近未来予測には、制度変化の視点も欠かせない。
　教員は司会を務める傍ら報告内容を筆記し、デジカメで撮影を行う。プレゼン中の「勇姿」は、
本人の自信につながる業績となり、就職活動の際の「PR 資料」にもなると考えたからである。
4 年生の履修者が増えているが、インターンシップ経験や、就職活動でセミナーや企業訪問を
重ねることで日本経済に目を向け、実体験、現場感覚に基づくユニークな産業論なり未来論な
りに結実させる学生が生まれてくるのは、3 年生にも刺激となって頼もしい限りである。日本
と諸外国の金融システムや金融政策の比較を行ったり、ゼミで得たデータ解析の知識を活かし
て高齢化と医療費の関係を分析したりと、教員も驚く内容の発表者が毎年数名登場する。
　20 分前後のプレゼンが終わった後、全員で質疑応答を行う。予め決めておいたコメンテー
ターが口火を切る。財政再建のために環境税と積極的な移民政策を提起した学生には、環境改
善で税収が減るのではないか、という鋭い質問が投げかけられた。株価を見れば日本経済が診
断できる、とする報告には、一人当り GDP や物価の方がより重要ではないか、という異論が
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出た。大胆な仮説、印象に残るプレゼンは、活発なディスカッションにつながりやすい。労働
市場や産業構造、近未来（AI）といった就職に結びつく身近なテーマだと質問が出てくるが、
それ以外ではなかなか議論は盛り上がらない。一段落すると、用意したメモ用紙に「感想」と「質
問・論点」を書いてもらう。口に出すのは自信がなくても、書くとなるとその分抵抗感が減る。
　教員は集めた用紙を持ち帰って集約し、自身の当日メモとともに熟読し文章化する。その際
に教員自らの見解も交えておく。「準備時間が十分あったにもかかわらず、内容が不足してい
るのではないか」、「早口でもっとゆっくり話す方がよい」、「Power Point の作り方が文字が多
くて見づらい」といった直接本人に向かっては言えなかったような「感想」から、経済学的な
知識が不十分であるために、掘り下げることができなかった重要と思われる数々の「論点」ま
で、黙っていてもここまで考えていたのか、と思わされる記述に遭遇して少しほっとする。
　全否定的な感想は書かず、自分ならこうしただろう、というアドバイスとなるようにと要請
しているが、学生の報告者評は時として辛辣である。それでも、厳しい意見も極力収録して本
人含め全員に伝えるようにしている。そして、プレゼンの技術面もさることながら、何が論点
なのか、それが十分に、効果的に追究されているのか、を最優先とする。3 年前までは、手書
きの提出用紙を氏名を消しただけで複写して報告者のみに手渡していたが、筆跡や文体で個人
が特定されることも考慮し、すべて教員の文体に統一して、「感想」と数項目から十数項目に
わたる「質問・論点」に配列し直した 1 枚のペーパーにまとめ全員が供覧できる形に変更した。
　最後に教員が作成した B4 の当該回「講義資料」（毎回 1 〜 2 枚、全 19 枚）を配布し、それ
に基づくまとめの、自説よりも通説を重視した講義と質疑応答を行って、授業は拍手で終了する。
学生のプレゼンと討論のみでは、どうしても欠落部分が生じやすい。「産業構造」のケースに即
して言えば、個別業界（産業組織）の分析に絞り込むとやはり全体像が見えにくく、産業構造
高度化要因の解明や経済成長との関係など、総論的・経済学的視点も欠かせないのである。
　報告者は教員の講義内容と「講義資料」、報告後の討論、さらに教員が次回冒頭に配布する
前述のペーパーを熟読復習し、質問・論点のいくつかに答える形で最終レポート作成に結晶さ
せる。中には指摘された厳しい内容に発奮し、それらをすべて網羅し、新たなデータ収集や専
門書の読み込みを行って、プレゼン段階よりも飛躍的に向上した最終レポートを提出してくれ
る学生も存在する。辛抱強く待ち続ける姿勢が必要であろう。以上を通じて、「経済学の理論
を援用し、グローバルな視点に立って日本経済の現状・因果連関を分析し、環境変化に伴って
生起する解決すべき諸課題を明確にする中で、日本経済に対するトータルな認識を深め、一市
民として、主権者たる日本国民として、経済成長の意味を問いつつ国民生活の質を高めていく
ための『問題解決策』として、制度改革も含めた望ましい経済政策を構想（評価）することが
できるようになる」という到達目標へと一歩でも近づくのが理想である。「市民活動」の担い
手となる政策構想・提言（批判）能力を持つ「（地球）市民」、確固たる主権者意識を持った日
本国民、自国との比較を通じて日本経済への理解を深める留学生の誕生に他ならない。
　授業から浮かび上がる若い世代の意見として、社会保障や雇用制度を中心に世代間格差への
批判、就職への不安、AI が仕事を奪うのではないかという危惧、生活保護への厳しい目、年金
に対する（「不安」というよりも）「不信」、その裏返しとしての堅実な貯蓄志向が近年増加して
いる。一方で、バブル経済の再来を望む声も少なくない。私立大学で比較的経済的に恵まれた
家庭の出身者が多いことを反映しているのかも知れない。それでも、ほとんどの学生がアルバ
イトに従事している。そこでの経験も、彼らの思考に大きな影響を及ぼしていると考えられる。
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を援用し、グローバルな視点に立って日本経済の現状・因果連関を分析し、環境変化に伴って
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ための『問題解決策』として、制度改革も含めた望ましい経済政策を構想（評価）することが
できるようになる」という到達目標へと一歩でも近づくのが理想である。「市民活動」の担い
手となる政策構想・提言（批判）能力を持つ「（地球）市民」、確固たる主権者意識を持った日
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　授業から浮かび上がる若い世代の意見として、社会保障や雇用制度を中心に世代間格差への
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6．終わりに――今後の検討課題
　授業中のディスカッションは、報告者のみならず、履修者の問題意識を喚起させるが、「白
熱教室」の実現はなかなか難しく、また、それだけで十分な教育効果を期待するのは早計であ
る。感想・質問等記入用紙の提出とフィードバック、その効果的な活用に加え、各回のテーマ
に関し多少なりとも興味を持った上での予習の徹底が、学習成果定着を左右する鍵となろう。
　プレゼンには問題意識や調査・掘り下げの差異が大きく反映される。やはり、早い段階で発
表者に興味とともに具体的なイメージを持ってもらうことが望ましい。例えば「社会保障」の
場合、身近な生活の問題として子育て支援や医療・年金・介護問題を実感し、そこからさらに
経済成長との関係、福祉先進国との政策レジーム・分野別社会支出の違い、ベーシック・イン
カムの話題などにどう発展させていくのかが重要となる。「金融」では、「お金儲け」に示す少
なからぬ関心を、どうすれば日本の金融システムの問題と結びつけていくことができるのか。
経済学系科目である金融や国際経済に関する講義と一層関連づけることも今後の課題である。
　来年度は、毎週授業の初めに配布している前回報告への感想と質疑をまとめたプリント、過
去 3 年分をインターネット上に上げ、事前学習が行き届くように配慮したい。面識のある「先
輩たちの報告・作品」を強く意識し、参考にして、さらにそれを超えるような Power Point 報
告なり最終レポートなりを作成するという動機づけとなれば、と願っている。
　さらに、今後はプレゼン能力の向上に加えて、文章力の強化を図りたいと考えている。学習
の総括にあたる最終レポートは、これまで第 15 週に提出する習わしとしてきたが、次年度以
降は報告が終わり次第、順次閲読することとし、事前に一定の添削指導を行うよう努めたい。
　本講座では少人数を前提にした個人発表の形をとっており、これではゼミナールと何ら変わ
らないのではないか、と思われるかも知れない。しかし、参加者の所属ゼミが異なるからこそ、
ゼミ間討論会のような多様な視座が獲得できることも事実である。また、弾力的運用によって
30 人程度のプレゼンは十分成立し、多人数クラスの場合にも、グループ発表固有の問題点は否
定できないものの、比較的汎用性の高い当教育プログラムの骨子は、大筋で適用可能となろう。
　当科目の Voice の結果であるが、2010 年以降、5 点満点で 2010 年 =4.14、2011 年 =4.00、
2012 年 =4.20、2013 年 =4.00、2014 年 =4.42、2015 年 =4.10 と推移している。教員が感想・質
問用紙を活字化して以降、学生からの評価が向上したようにも思われるが、供覧方式への違和
感も残る。ただ、同じ経済学系科目として、筆者自身「マクロ経済学」という講義中心形式の
科目を担当しているが、それと比べると、明らかにこのプレゼン主体授業の方が評価点は高く
なっている。因みに直近の単位取得率は履修者の 75％で、やはり「マクロ経済学」を上回る。
　プレゼンという役割分担の存在は、学習への積極的取組みにつながる。しかし、経済学や会
計学、情報系科目等、基礎からの積み上げが不可欠な科目では、教科書の練習問題を自習し、
教員が教室で解答する形式が主流とならざるを得ない。これは果して AL と呼ぶことができる
のか。プレゼンが教員の「補講」を必要としたように、両者は補完的関係にあると見るべきで
はなかろうか。いずれにせよ、重要なのは学生の能動的学習（修）を通した成長を促す教育内
容の充実であり、広義の生涯学習（社会）への長い道程を着実に進む方法を発見することでは
ないだろうか。自由な個人という基盤の上に、専門的職業人の資質、そしてグローカルな意識
を持つ市民としての人間的成長。AL 技法の錬磨は、それらを実現するための戦略的要という
位置づけが妥当ではないかと思われる。生涯一学究之徒、未完のアートへ、模索の旅は続く。
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